別記様式第22号（法第21条第13項関係）

番号　
年　　月　　日　



[bookmark: _GoBack]　○○農林事務所長　殿



○○農業委員会長　


　　　特定環境負荷低減事業活動実施計画の認定に係る意見の聴取について（回答）

　　　年　　月　　日付け第　　　号で照会のあったこのことについて、次のとおり回答します。


記

１　申請者
（１）住所
（２）氏名

２　意見
　　別紙意見書のとおり


　　


別記様式第22号（別紙）
意見書
	農業委員会
会長名　　　　　　　　

	１申請人
	(受人・借人氏名)
	（住所）
	（年齢）
	（職業）

	
	(渡人・貸人氏名)
	（住所）
	（年齢）
	（職業）

	２土地
	　　　市町村　　　　　　　　字　　　　　外　　筆
	３面積
	田　　　　　　㎡　その他　　　　　　㎡
畑　　　　　　㎡　合　計　　　　　　㎡

	４転用理由
	□借地・□借家・□アパート・□狭あい・□環境不良
□移転・□新規・□同居・□事業拡張・□結婚
□一時転用・□その他（　　　　　　　　　　）
	５転用目的
	

	６農地区分からみた意見
	農地
区分
	□農用地区域内農地・□甲種農地
□第1種農地・□第２種農地・□第３種農地
	一団の農地の広がり　約　ha　
土地基盤整備事業□有・□無

	
	
	
	農業生産力　　　□高い・□普通・□低い
高性能機械営農　□可・□不可

	
	第２種の根拠
	□相当数の街区を形成している区域内
□公共施設から近距離（　　　から　　ｍ）
□連たん区域に近接かつ10ha以内
□その他の農地（山林介在等）
	第３種の根拠
	□水管・下水道管・ガス管のうち２種類以上埋設区域内かつ500m以内に複数公共施設
□公共施設から至近距離（　　　　　から　　ｍ）
□連たん区域
□街区に囲まれた地区で宅地面積４０％以上
□用途地域内（調整済みのもの）
□土地区画整理事業施行区域内

	７許可基準からみた意見
	転用目的・理由
	適　不適
	理由
	

	
	資力及び信用
	適　不適
	理由
	

	
	同意状況
	有　無
	理由
	

	
	確実性
	確実　不確実
	理由
	

	
	行政庁の許認可等見込み
	確実　不確実
	理由
	

	
	農地以外の土地利用見込み
	確実　不確実
	理由
	

	
	計画面積
	適　不適
	理由
	

	
	宅地造成のみの場合の妥当性
	適　不適
	理由
	

	
	営農条件への支障
	有　無
	理由
	

	
	農地の利用の集積への支障
	有　無
	理由
	

	
	一時転用の場合の妥当性
	適　不適
	理由
	

	
	法令（条例を含む。）により義務付けられている行政庁との協議の進捗状況
	終了　未了
	
	

	特定土地改良事業等への配慮
	適　否
	内容
	事業主体
	土地改良区名
	事業名
	完了年度
	その他

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	改良区当の意見書（□有・□無）　土地改良事務所長の意見（□有・□無）

	８土地利用計画関連
	都市計画区域
	□内　・□外　　（住宅系・商業系・工業系・準工業）

	
	市街化調整区域
	□内　・□外　　（開発（建築）許可申請書提出　（元号）　　年　　月　　日）

	
	農業振興地域
	□内　・□外　　（農用地区域　□内　　□外）

	
	県土地開発指導要綱
	□要　・□不要　（申請書提出　（元号）　　年　　月　　日）

	
	県土利用の調整に関する
基本要綱
	□承認（（元号）　　年　　月　　日）　□不要

	
	国土利用計画法
	□知事からの通知（（元号）　　年　　月　　日）　・□売買後　・□不要

	
	その他の土地利用関係法令
	

	
	意見決定
	（元号）　　年　　月　　日
	
	




	９　県農業委員会ネットワーク機構への意見聴取の有無
	有　・無
	

	意見の概要
	

	10
処理
経過
	受　　付
	（元号）　　年　　月　　日
	11
参考事項
	農地法第１８条処理状況
（□（元号）　年　月　日合意解約済　・
□申請受付中）


（裏面）

※　７の許可基準からみた意見の「転用目的・理由」については、申請土地が甲種農地、第１種農地又は第２種農地である場合において、その農地を申請することがやむを得ないと認められるときは、その理由（代替性の検討結果）を記載する。

※　９の「県農業委員会ネットワーク機構への意見聴取の有無」の欄の「意見の概要」欄には、県農業委員会ネットワーク機構への意見聴取を行った場合の県農業委員会ネットワーク機構の意見の概要を記載する。



